
特定非営利活動法人パルシック

給与規定

2009年 5月 9日 改定

2009年 5月 20日 改定

2016年 4月 1日 改定

2017年月 1日 改定

2021年 6月 1日 改定

2023年 6月 1日 改定

第 1章  総 則
(目 的)

第 1条 この規定は、就業規則第 46条に基づき、職員の給与に関する事項を規定する。
(適用範囲)

第 2条 この規定は、就業規則第 2条に定める正職員に適用する。臨時職員、嘱託職員、パー トタイマー及び

アルバイ トの給与に関する事項は個別に定める。

(給与の種類 )

第 3条 正職員の給与の種類は次の通りとする。
(1)基本給
(2)勤務手当
(3)通勤手当

第 4条 特別職の給与に関しては、別表 2を基礎として職責に準じて理事会で決定する。

第 2章  給与計算及び支払方法

(計算期間)

第 5条 給与の計算期間は、毎月 1日 から同月の末日までを 1か月として計算し、 1年の起算日は 4月 1日 と

する。

(給与の支払日)

第 6条 給与の支払日は、毎月 20日 とする。ただし、当日が休 日に当たるときは、その前日に繰 り上げて支払

うものとする。

2 前項にかかわらず、正職員が退職又は死亡したときで本人又は権利者から請求があったった場合には、

請求のあつた日から7日 以内に給与を支払 う。

(給与の支払方法)

第 7条 給与は、通貨で直接本人に支払う。ただし、本人が本人名義の金融機関の預金口座への振込みを希望

した場合には、振込によって支払 うものとする。

(給与の控除 )

第 8条 次に掲げるものは、給与から控除する。
(1)源泉所得税
(2)健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料、介護保険料

(3)そ の他、職員との書面協定により給与から控除することとしたもの

(非常時払い)

第 9条 正職員が、出産、疾病、災害等による非常の場合に費用に充てるために請求した場合には、賃金支払
日以前であっても既往の労働に対する賃金を支払う。

(日 割 り計算)



第 10条 給与計算期間の途中に入社、退職、休職又は復職 した場合は、その月の給与を下記の算式により日割
計算して支払う。

(基本給+諸手当)÷ lヵ 月平均所定労働 日数×出勤日

(欠勤等の扱い)

第 11条 欠勤、遅刻、早退及び私用外出をした場合の時間については、原則として 1日 又は 1時間当たりの給
与額に欠勤、遅刻、早退及び私用外出の合計時間数を乗じた額を差し引くものとする。ただし、給与

計算期間の全部を休業した場合は、給与月額のすべてを支給しないものとする。

(1)遅刻 。早退 。私用外出等の控除
基本給÷ lヵ 月平均所定労働時間×不就労時間数

(2)欠勤控除
基本給■ lヵ 月平均所定労働日数×不就労日数

(休暇休業等の給与)

第 12条 年次有給休暇及び就業規則第 21条 (正職員の特別休暇)に定める特別休暇の期間は、所定労働時間
労働 したときに支払われる通常の給与を支給する。

2 法人の責めに帰すべき事由により、休業したときは、休業手当を支給する。体業手当の額は、 1日 に
つき平均賃金の 6割 とする。

第 3章  基 本 給

(基本給)

第 13条 基本給は、下記別表 2を基準として、正職員ごとに次に掲げる要素を考慮して月額で定める。
(1)年齢
(2)勤続年数に基づく等級 (別表 2参照)
(3)特別職手当は、5万円以上とし、その額は理事会で決定する。

第 4章  諸 手 当

(勤務手当)

第 14条 物価水準に応じて勤務地域を A地域、B地域、C地域に分類し、B地域とC地域の給与は基本給に勤
務手当を足した額を支給する。C地域の勤務手当には、12時間分の法定労働時間外勤務に対する賃金を
含むものとする。

(通勤手当)

第 15条 所定の交通機関を利用して通勤する者に対しては、通勤にかかる実費の乗車券代を支給する。ただし、
出勤の日数によっては定期代を支給する。1日 の通勤手当の上限は、往復の乗車券代 2200円程度まで

とする。ただし、直線距離にして70km以 内であり、経済的かつ合理的な経路であれば上記の範囲を越

えて支給する。ただし、遠隔に在住し、在宅勤務を基本とする職員が、東京事務所に出勤する場合は

その日数や内容を直属の上司と話し合ったうえで、事務局長が決定する。その場合の移動および宿泊

費用は、出張旅費規程に基づいて団体から支払われる。

(賞与)

第 16条 賞与は次に掲げる要素を考慮して定めるものとする。

(1)団体の経営状態や運営方針等を勘案して、理事会により可能と判断される場合に支給する。そ
の為、団体業績の著しい低下や、やむを得ない事由がある場合には、支給時期を延期、または

支給しないことがある。

(2)支給対象は 1年以上の雇用契約を結んでいる職員とし、別表 1の計算方法を基準に支給する。





(3)在籍算定期間は原則として、前年 7月 1日 から当年 6月 30日 とする。

(4)支給は年に 1回、7月 の給与日とする。

(5)賞与は、過去の在籍期間のみならず将来への期待値を算定に含めているため、賞与支給日に在籍

していない職員に対しては支給しない。

(6)賞与支給日に休職中の職員について、復職の見込みのある場合は、算定対象期間における勤務状

況を考慮して、上記 3の方法に準じて賞与を支給する。

別表1(賞与の基準金額の計算方法)

勤続年数 支給率 管理職加算支給額

1年未満 0.25 50,000円

1年以上～3年未満 0。 50 50,000円

3年以上～ 1.00 50,000円

賞与額=算定基礎額×支給率

(管理職の場合は、上記の計算後に管理職加算支給額を足す)

算定基礎額=算定期間の給与 (※ )総額÷算定期間月数

※ここでの「給与」とは、基本給を指す。休職期間中または休職期間がある場合の職員の賞

与は、以下の方法で計算します。

賞与額=算定基礎額×支給率■12×算定対象期間中の勤務月数

(給与の改定等)

第 17条 基本給及び諸手当等の給与の改定については、原則として毎年 4月 に行 うこととし、改定額について

は、第 13条の規定を勘案して各人ごとに決定する。

2 前項のほか、特別に必要があるときは、臨時に給与の改定を行 うことがある。
3 海外勤務者の給与に関しては、大きな為替変動があった場合には適宜対応する。

附  則
1。 この規定は、2009年 3月 1日 より適用する。

2.こ の規程は、2016年 4月 1日 より適用する。
3.こ の規定は、2017年 4月 1日 より適用する。ただし、この規定適用により従来の給与額より減額となる職

員には、 1日来の規定を適用する。

4。 この規定は、2022年 4月 1日 より適用する。

5.この規定は、2023年 6月 1日 より適用する。



書式第 17号 (法第 55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第 2項第3号に定める事項を記載した書類

法人名 特定非営利活動法人パルシック 事 業 年 度
2023年 4月 1日 ～2024年 3月
31日

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

(3)その他
な し

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

受取会費 1,470,500 FI]

受取寄附金 43,518,894円

受取助成金等 523,535,947円

事業収益 (民際協力事業) 22,471,586円

事業収益 (フ ェアトレード事業) 189,663,150 FI]

その他収益 14,976,197円

円

円

円

円

円

円

円

円

△
ロ 計 795,636,274円

額・金借 先入

な し 円

円

円

円

円

円△
口 計

促進法施行規則第 32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。



2 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

取引先の氏名等
法人との

関  係
譲 渡 資 産 の 内 容

渡

日月

譲

年
譲 渡 価 格 そ の他 の取 引条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

(2)費用の生ずる取引の上 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

424,078,735円 民際協力事業助成金

88,710,777円 民際協力事業助成金

 61,398,906円 コーヒー、紅茶の販売

16,797,500 FI] 民際協力事業業務委託費

11,696,525円 コーヒー、紅茶販売

6,930,550円 コーヒーの販売

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等
 

81,463,322円 コーヒー生豆仕入れ

6,290,721円 コーヒー製造委託費

4,472,567円 給与 (役員)

 
   

4,175,567円 給与 (役員)

4,125,059円 給与 (役員)



ロ 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取 引先 の氏名 等
法人との

関  係
貸付資産の内容

付

日月

貸

年
対 価 の 額 そ の他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取 引先 の 氏名 等
法人との

関  係
役務の提供の内容

役務の提

供年月日
対 価 の 額 そ の他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



3 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

200,000円

円

円

円

円

2023イ千17´月 20日

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



4 役員等に対する報酬又は給与の状況 [⑤イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況(口 を除く。)、 口 給
与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額 ]

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若 しくは三親等以内の親族又はこれ

らの者と特殊の関係にある者 (注 1)(以下 「役員等」という。)に対する報酬又は給与の支給について

記載してください。

(注 1)「役員、社員、職員若 しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族
② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しく
は三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によつて生計を維持している者

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者

イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (口 を除く。)

氏 名 職  名
法人との関係

(注 2)
報酬・給与の

区    分 支 給 期 間 等 支 給
金 額

給与 2023年 4月 1
日～2024年 3
月 31日

4,175,420円

給与 2023年 4月 1
日～2024年 3
月 31日

4,472,567円

給与 2023年 4月 1
日～2024年 3
月 31日

4,125,059円

報酬 2024年 2月 1
日～2024年 3
月 31日

200,000円

報酬 2023年 8月 1
日～2024年 3
月 31日

126,000円

(注 2)注 1の①～④の内容を具体的に記述します。

口 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額
集 計 期 間 2023Z手:4′月 1 日  ～2024イ手:3´月 31 日

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

72人 115,371,741円



5 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

6 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び
にその実施日]

支 出 先 の 名 称 等 住 所 等 支 出 年 月 日 支 出 金 額 寄 附 の 目 的 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

実  施  日 使 途 金   額

2023.4。 6
トルコでの事業費

3,966,000円

2023.4.21
レバノンでの事業費

5,759,306円

2023.5。 19
シリア事業のモニタリング費

446,304円

2023.5。 22
シリアでの事業監査費

421,310円

2023.5。31
シリアでの事業費

5,597,719円

2023.6.2
ミャンマーでの事業費

4,000,000円

2023.6.7
トルコでの事業費

502,285円

2023.6。 7
スリランカでの事業費、運営費

2,500,000円

2023.6。 16
東ティモールでの事業費、運営費

7,300,000 FI]

2023.6.20
シリアでの事業費

4,983,974円

2023.6。30
ミャンマーでの事業費

4,000,000円



2023.7.4
トルコでの事業費 409,354円

2023.7.5
シリア事業でのモニタリング費 189,228円

2023.7.5
シリアでの事業費 4,366,800円

2023.7.10
レバノンでの事業費 4,284,548円

2023.7.14
トルコでの事業費 10,040,132円

2022.10。 6
シリアでの事業費 1,753,268円

2023.7.21
スリランカの紅茶仕入れ代 1,537,881円

2023.7.21
トルコでの事業費 21,163,500円

2023.7.24
マレーシアでの事業費 216,150円

2023.7.25
マレーシアでの活動費 440,714円

2023.7.31
スリランカの紅茶仕入れ代 3,398,761円

2023.8.1
ミャンマーでの事業費 4,000,000円

2023.8。9
ミャンマーでの事業費 4,000,000円

2023.8.17
トルコでの活動費 3,00,000円

2023.8.25
マレーシアでの事業費 492,840円

2023。 9。6
シリアでの事業費 13,397,400 FI]

2023.9.8
パレスチナでの事業費、運営費 20,000,000円

2023.9.12
トルコでの監査費 313,757円

2023.9.21
トルコでの運営費 500,000円

2023.9。28
東ティモールのコーヒー仕入れ代 20,000,000円

2023.10.5
シリアでの事業費 3,748,000円

2023.10.5
シリアでの事業費 14,392,320円

2023.10.20
シリアでの事業費 12,021,137円

2023.10。 26
ミャンマーでの事業費 4,000,000円

2023.11.2
シリアでの事業費 6,344,538 FI]

2023.11.2
シリアでの事業費 3,790,500円

2023.11.6
レバノンでの事業の監査費 434,833円

2023.11.9
スリランカの紅茶仕入れ代 2,960,997円

2023.11.9
スリランカの紅茶仕入れ代 3,083,231円

2023.11.14
シリアでの事業のモニタリング費 735,506円



2023.11。 15
東ティモールのコーヒー仕入れ代

11,000,000円

2023.11.22
トルコでの事業費

15,894,424円

2023.11.22
シリアでの事業費

14,315,794円

2023.11.24
スリランカの紅茶仕入れ代

1,129,725円

2023.11.30
東ティモールのコーヒー仕入れ代

15,000,000 FI]

2023.12.8
パレスチナでの事業費

20,000,000円

2023。 12.14
シリアでの事業費

6,499,612円

2024。 1.5
トルコでの事業費

29,188,000円

2024。 1.10
レバノンでの事業費

1,394,157円

2024。 1.16
パレスチナでの事業費

44,190,000円

2024。 1.17
シリアでの事業費

2,226,600円

2024。 1。 17
シリアでの事業費

5,937,600 FI]

2024。 1.31
トルコでの運営費

400,000円

2024。 2.5
シリアでの事業監査費

700,118円

2024。2.16
トルコでの事業費

16,926,901円

2024.2.19

2024。 2.28

2024.2.28

2024.3.5

2024.3.12

2024。 3.14

2024.3.19

2024。 3.28

スリランカでの事業費、運営費

シリア事業のモニタリング費

トルコでの事業費

レバノンでの事業費

パレスチナでの事業費

トルコでの運営費

東ティモールのコーヒー仕入れ代

スリランカの紅茶仕入れ代

|

1,500,000円

754,573円

1,470,398円

6,402,914円

33,655,867円

400,000円

17,804,004円

2,984,816円

円

円

χごの瀬 |は″拿1度作1成ι、事務所へ備層き、湧野
・
させる必要があグ麦九

βι_所僣庁へ月出チる必要iはあグません。



法人名 特定非営利活動法人パルシック チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること
(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 各社員の表決権が平等であること

ノ

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記録及び
帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②÷③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

④÷③

① ② ③ ④ ⑤

④

2023年 4月 1日～2024年 3月

31日 11人 0人 0% 2人 18.2%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表1「役員の状況」から転配してください。

③及感Эこついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

(例)33. 333・ ・・96‐→ 33. 396

ロ

各社員の表決権が平等である ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表) (初葉)

∝意事ロ

・ 
…

ェック表 (第 3壺)!よ、法第55彙第1■に3づく書錮|(役員
…

口Dの 提出時においても口
"及
び添

付する●蜃があります。その場合、■

“

口の記戯のあ期まありません。

・ 露定の都圏隋脇)■新の申請に当たつて|よ 法第5条第1項に基づく0麟 〈役員朝日脚鵬田魔■出1日い に記●した事項について、
壼付を省略することができます。

上記を証する書類の名称とその内容等



ハ

CL塁菫重墨亘堕墜≦塁理聾L_旦ヨ菫璽璽堕壁重墜璽量墾墨生堕璽璽□堕Ω塗量』_圭壼壁Lてくださし、

項
日
Ｈ ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている

匡□

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及嚇 書類の

保存を青色申告法人に準じて行つている

[□

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はレヽ

いいえ

はい

いいえ

項
口
日 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の

記載がある等の不適正な経理の有無
有。□ 有・無 有・無 有。無 有・無 有。無

第3表 (次刺

∝菫中D
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等腱出書類)に記載した事項について、改
めて配載する必要はありません。

「認定基準等チェック 3

○ 二において、「費途が明らかでない支出」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも
のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を
明ら力ヽこしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでない支出」があることになり、認定を受けることはできません。

項 目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「④」から「◎」欄には、実績判定期間の各事

業年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況Jを記載して、「①」、「②り及
び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝D第○条に正会員の表決権 (又は議決
権)は平等に一票を与えると規定」のように記載します。

/\aElfr 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「①」から「◎」については、上記イに記載する各

期間 (「③」から「◎」)を示したもので九

① 「会計について公認会計士又は監査
法人の監査を受けている」Q「 !ま墜L
l■三

`⊇

」__L上」易ヒ含」≦』|」」墨肇]塾]壁1置Lと添

付互≦くださし主_

② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及
び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行つている」の「は壼上|こ「Ω上

上と遊髪整■墨墨
=旦
E董量塞2_[量盤組

__菫:≦型塑:上.≧』重璽:⊥
`:望

:奎」■̀
昼
:メ:ヱ:塁:上_L

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「◎」については、上記イに記載する各

期間 (「③」から「◎」)を示したものです。



書式第 8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

穂坂 光彦

   

表

事

代

理

第 3表付表 1

平成 24

年 6月 16

日就任○

法人名 特定非営利活動法人
パルシック ③ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

役  員  数 11人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人

2人 人 人 人 人 人

伊藤 淳子
   代表

理事

○

平成 28

年 6月 18

日就任

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

◎ 申請時
就任・退任

年月日
④ ⑮ ◎ ①

職名 続柄等氏  名 住  所

池座 剛 理事 平成 30

年 6月 23

日就任

○

ロバーツ 圭子 理事 平成 30

年 6月 23

日就任

○

今里 いさ 理事 ○ 令和 2年

6月 20日

五十嵐 (西森)

光子

理事

理事

○

○

令和 2年

6月 20日

中山 雅之 令和 3年

6月 5日

就任

大野 (普川)容子 理 事 ○ 令和 4年

6月 4日

(1)最も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数

(2)最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの

者の親族等」のグループの人数



就任

石井宏明 理 事 ○ 令和 4年

6月 4日

秋吉 恵 監事

監事

○

○

令和 4年

6月 4日

山本 達也 令和 4年

6月 4日

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事
項について、添付を省略することができます。



法 人 名 特定非営利活動法人ノウレシック

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳 会計ソフト (弥生会計)

を使用、ルーズリーフ

毎 日 10年間

現地会計簿 (各事業地別) エクセル使用、ルーズリ

― フ

毎 日 10年間

給与台帳 エクセル使用、ルーズリ

― フ

毎月 10年間

商品在庫表 エクセル使用、ルーズリ

―フ使用

年度末 10年間

出入金伝票 単票 毎 日 10年間

商品代金請求書 会計ソフト (弥生販売)

を使用、ルーズリーフ

毎 日 10年間

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第 3表付表 2

(1闘|ヨD
・ 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば 日見金出納幅」、「総勘定元帽L、「経費帳」などのように記載します。
。 「左の根簿等の形態」欄は、「3枚複写伝票し、「ルーズリーフょ「装丁帳簿」などのように配載します。

・ 「記帳の時期」欄は、「毎日」、「―週間ごと」のように配載します。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第

"条
第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書E)に記載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人パルシック チェック相

4 :事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと
ノ

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人と
当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上であ
ること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

項 目 ④ ⑮ ◎ ③ ◎ ① 申南郭寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者を

教化育成する活動
有 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対する活動
有 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無

特定の公職の候補者若しくは公職にある者又

は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対

する活動

有 有 ・ 無 有 。無 有 。無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無

ロ

イ

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申詣事寺

役員の職務の内容、職員に対
・する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特明llの利益の供与

の有無

有。国 有。無 有。無 有。無 有。無 有。無 有・無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特易11の利益の供

与の有無

有。国 有。無 有・無 有。無 有。無 有。無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特男11の利益の供与の有無
有。□ 有。無 有・無 有。無 有。無 有。無 有。無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有・□ 有・無 有 。無 有・無 有・無 有。無 有。無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表 ) (初葉)

(滋抑
。 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)の提出時においても記載
及び添付する必要があります。その場合、「:碇基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書E)に配載した事項につい
て、改めて記載する必要はありません。



書式第 13号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チエック表  (第 5表 )

(注意事項 )

・認定基準等チエック表第 5表は、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添
付する必要があります。

・認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。

法人名 特定非営利活動法人パルシック チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれ
をその事務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等 (個人の住所又は
居所に係る記載の部分を除いたもの)

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類
二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程
ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他
一定の事項等を記載した書類

へ 助成の実績を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこ

れをその事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細則 (社内規則)等がある場合には、その細則 (社内規則)等を添付してください。

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち 10人
以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿
③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)
※いずれも認定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項
② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項
③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位 5者 との取引
。 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら
の者と特殊の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法
人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が 20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日

⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況
a 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (bに係る部分を除く。)
b 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項
⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日
⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し



書式第 14号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営禾1偏識法人パルシック

認定基準等チェック表  (第 6表)

61実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動 |1題佳法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑤ ◎ ① ◎ ①

有 ・ 無 有 ・ 無 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表 )

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し
ていること

チェック欄

事業年度 月  日～ 月 日 設立年月日

礎意1中D
・ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)
は、配載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第
55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改めて配載する必要はありません。

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

ノ

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規肥等提出書類)の提出時に配載及

び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有・□ 有 ・ 無 有 0無 有 ・ 無 有 0無 有 ・ 無 有 ・ 無



書式第 15号 (法第 44条・51条・58条関係 )

欠格事由チェック表

法人名 チェック欄

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準に力功わヽらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人

は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取 り され
た場合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特

例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 1禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな

い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等 田 )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等餞2)
2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認
定三1圭I囲]型i塑堕L羞]壁i茎1星菫」」」l堕塑厘墜lr2亘ョ壼壁El」L=」亜」国囲隆量量豊墾」≧菫1立型コL坦[螂E」囲[里!理]彗!」製2ビL■ 璽̈壺|
1二塵L:國 :墨:直墨i凹聖:ヨ:壺堕:」墾童:区堕□[1」園」ぬ:」:二」:」」[空』:LL土 !L二星]凶:L:堅」21:」至

`塾

」望」匿:旦正:盟:□:コ[塑:屋」」堕:塑:2塁生整■と菫二:)。
5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれ力ヽ こ該当する者の有無

認定特定非営和括動法人が認定を取り消された場合又は物 鵬定特定非営利活動法人が特例厠定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定

特定非営利活動法人又は当該特隅 定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から

5年を経過しない者の有無
有 □

特定非営利蔭訓足進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第 2∝条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ その新子が終わつた日又はその執行を受

けることがなくなつた日から5年を経過しなし堵・の有無

有

暴力団の構成員等の有無 有。□

つ
“ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 はい

（
６ 定款又は事業副値i書の1六]Z罫が法令等に違反している1法人 はい。「T司

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
は い ・

瀞
薇

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、=LttL塁塁」図lZ』□日菫墾墨重璽詈量堕≧堕』壁壁生塁1=」L菫□堕国国憂璽[

_■堕2生_理型望三」菫ヨロ國固日⊇墨二』墜Eヨ璧□L奎壼区璽
=」

退」::」塑望菫」日壁』塁塑墜」□国E里2堕≧里墜壺ヨロ國日El塑]璽型壼Iコ=__
(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人 はい。
「
してコ

り́ 次のいずれ力ヽ こ該当する法人

暴力団 は い
。

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 は い
。

ノ

イ

ロ

ハ

□
ヒ】

しヽ

イ

ロ




